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第皿章は第1次世界大戦以前の産業人口の分布にかかわる諸事情を四つの項目に分けて
論じている。まず「市場と技術的諸要因」の項では，市場と交通手段との関係，技術的発
達に伴う労働生産性の向上と労働内容の変化および産業の分化といった一般的な諸原則に
目を向けている。そし℃ 産業をその市場との関係から地方サービス localservicesと
基礎産業 basicindustri蕊とに区別し，立地した地域外に市場を求める基礎産業の分布
が産業人口の分布を最終的に規定するとしている。つぎに同肛こ業の集積」では，まず産
業立地の本来の諸原因と立地後の集積の効果との区別，それに産業の立地地城とよりミク
ロな立地地点との区別の必要を指摘している。つぎにイギリスの人口集積地を商業，交易
中心と鉱工業中心とに二分し，それぞれについてその集積の諸要因を検討している。とく
に鉱工業中心については石炭や鉄鉱石の存在といった自然的諸条件と市場の重要性を指
摘しているが，繊維工業に関してはそうした要因からでは説明がつかないとも述べてい
る。第三には「外部経済」を取り上げ，いったん産業の集積が起こると，集積の利益とい
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う外部経済効果の現われる点を指摘して，いくつかの地域事例をあげている。ここは先の
「商工業の集積」の冒頭での産業集積の本来の原因と集積の効果との区別を受け，後者を
具体的に検討した部分となっている。最後に「主要な産業集積地の性格」の項ではランカ
シャーおよびチェシャー，ウェスト・ライディング，ノーサンバーランドおよびダーラ
ム，それにバーミンガム地域を取り上げてその産業構造を検討し，バーミンガムを除く他
の地域が一，二の基礎産業に特化している点を明らかにしている。以上のように，第皿章
では第1次大戦前のイギリス産業の地域構造とその諸原因が検討され，その特徴が簡明に
指摘されており，すぐれた分析がなされているといえよう。
第直章戦前期〖第 1 次大戦前〗
市場と技術的諸要因
〔60)最初に一定の諸原則に注意を払うことが望ましかろう。まず第一にどのような製品
にとっても，市場の拡大はその製品の価値との関係で輸送施設や輸送費によって制約され
るということである。もし輸送手段がなかったとすると，人々は自分自身で必要な物を供
給することをしいられるだろうし，もし彼らが定住社会で生活していれば，そうした社会
は小規模で自給的にならざるをえないだろう。そうした状態のもとでは，ある地方の人口
は最も肥沃な土地に定住し，分散した農村社会を形成する傾向をもつだろう。農業技術さ
らには手工業においても改良がなされるだろうが，輸送手段が見出されないかぎり，また
は見出されるまでは産業の局地的特化や集積はなされえず，したがって，人口の集積も多
少なりともなされえないだろう。初期の時代には主要な輸送手段は海上と河川とによるも
のであり，その結果として最も初期の人口集積は海岸およぴ可航河川の岸につくられた交
易中心であった。本格的な道路交通が発達するはるか以前にわが国には商業中心が確立し
ていたが，その中心はロンドンであり，それはヨーロッパ大陸との貿易の大きな中心地で
あった。陸上輸送は著しく困難であったため，貴重な商品しか長距離を運搬されず，人口
は国土全体に広範に分布し，かなり自給的な農村に居住していた。後の段階になり道路
交通が改善され始めて， ようやく商業中心から区別された産業中心が重要となったので
ある。
〔61)第二の原則は生産方法の改善の結果，ある産業の生産高がそれの雇用人口数よりも
急速に増大するということである。つまり，実際にはすでに述べたように，生産高はその
産業の雇用者数の減少と同時に増加することもありうるの．である。そうした労働の節約な
しには，社会の生活水準の向上に代表される新しい諸産業の成長は不可能であろう。最も
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初期の産業すなわち食糎と基本的衣料の生産は人口の増加とともに大きくなり．生産方法
に四のないかぎり，それは鑽ける人口を一定の割合で卿収した。これらの産業で改善
がなされてはじめて，社会の構成員の何人かは自由に付加的な財叫ditionalcomfortsの
供給ができるようになったのである。初期の段階では新しい産業はひじように急速に成長
できるので，その雇用人口敷は人口全体のそれよりも高い比率で増加しうるが，遅かれ旱
かれ顧の魁は全k口の蜘を限Iるようになる。
（認］第三の原則は生産方法の諸変化がその産業の必要とする労働の種類における諸変化
を生み出すということである。たとえば，農業への蒸気華および値の機械類の導入によっ
て農民および農業労働者の仕事の性格が変化したのみならず，本質的には農業的産業の一
島部である機械上ー巣を創り出した。したがって，農業の盛痴iその趣方自体の雇用者数の諸
変化によってはまったく評価できるものではない。技脩における藷変化と密接に関連して，
生じうる特化の程度にも変化がみられる。農業は1邸滋りこおいてすら近代的な意味での産
業というよりは，むしろ生活の様式あるいは道路讐請 roadmaking, 建築，紡織を含む
諸産業の複合したものであったが，それらはすべて今日では独立した産業となっている。
こ虞の諸変訟過去と現在との鴎とりわけ統的討な比較を薯しく圃塵なものにして
いるが，それらが人口の調密な集合を鉛＇し，村書や節行のなかに農鄭織の薩痴趾市
湯的中心を形成する傾向をもつことは明らかである。
.(邸〕工場網度が鶴立するまでイギリスは主として農卿国であり，その人口は続計の与え
られているさまざまな趣減にすでに広範に分布していた。それらの大部分あるいは主要部
分が農業地誠であったが．なかにいくつかの鍮減では製鉄業のような局趣的な諸産業が注
意をひき蜘趣域で因鰤環のような広範に分布する藷産業を含んでいた。さらに石炭
はすでに広く利用される必需品となっており．，ダーラム州などの蝠域では炭層の露頭がす＊
でに開奏されていた。したがって，．童畔紐ある饂までは新しい薦農の導入というよ
!) • むしろ既存の産業の業務における配ば遺腺りた。このため，たとえばランカシャー
・やヨークシャーの織物業で比家和口紐らしだいに工剛肛業へと推移し，その機械も
はじめは叙1,のちには蒸気によって濶された。 1嘩鯨鴨！におけるエ劉切波の影響
を受けたすべての蝸域では，変容したあい心新しい麒工業はその必要な労働力をすぐ近
扉その周辺趣区から供給されていた。移住とはある嬉域から他瑯虞へというよりも，む
しろ鯨から級しつつある髄への割を難した汎樹が高くつき疇であった当
時にあっては，釦回彰澤住はおそらく・かな9例州訳ぁったのだろう。
（印．それと四に何らか叫輝這印がなV蕩合には，暉品はそれが売られるべき湯
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所，もしくはそこにできるだけ近いところで生産されるべきだということは明々白々であ
る。つまり，その産業はできるかぎり市場に近接して設立されるだろうという強力な仮定
がそこにはある。じじつ，その地点で用意されねばならないようなサービスは多く，それら
は離れたところからでは供給されえない。各地域では就業人口のかなりの部分が小売業，
地方交通，公共サービス publicservices, 専門職，演芸等の「地方サービス」 "local
services" と呼ばれるものに従事している。ロンドンのように急速に成長している地域
では，労働人口のかなりの部分が建設業に従事している。また生鮮食料品 perishableや
非常に嵩ばる商品の生産に従事するものも多い。これらの場合，実際にはいずれも立地選
択の余地はない。選択が存在するところでは．産業は市場への供給費が最小になるような
地点で成り立つだろうし，そうした場合には集中した市場 concentratedmarketは広範
に分散した市場よりもいっそう強力な影響を及ぼすことになろう。
.〔65〕交換を目的として，それらが立地している地域以外の湯所へ製品を送り出すような
産業を「基礎」産業 "basic"industriesと呼ぼう。それらはここでは一つもしくはそれ
以上のそうした産業なしでは，イギリス国内のどの地域も成立しえないという意味で「基
礎的」と呼ばれるのである。それはその製品が他の諸地域からその地域へ供給される無数
の商品やサービスに対する代償として必要であるという単純な理由からである。それらが
その地域の経済の基礎であり，かつそれらが他の諸地域へその製品を送り出すすべての産
業を含んでいるがゆえに，それらは「基礎」産業なのである。所与の地域におけるこれら
の産業の規模はその地域内で維持できる人口を規定する。というのは，それは外部からそ
の地域にもたらされうる商品総量の限度を決めるからである。したがって，最終的にはイ
ギリスにおける「基礎」産業の分布が産業人口の分布を決定するのである。
商工業の集積
〔66〕このような諸産業の分布を論ずる際に，二つの点で区別を行うことが望ましい。そ
の一つは産業の立地の本来の諸原因と，集積の結果あるいはすべてでなくとも，大部分は
人為的につくられたものであるような諸々の利点との区別であり，いま一つは産業が立地
している地域と，その産業から成る事業所あるいは事業所群の用地とレて選択された当該
地域の正確な場所との区月ljである。これらの区別はそれ自体相関連している。産業がある
地域に成立すると，それはそれ自体の成長にとって都合のよい諸条件を生み出す。集積は
諸利益をもたらし，こんどはこれら諸利益がその地域のみならず，その産業が操業を開始
した場所の牽引力をも強化するのである。 このようにして地域的集積は最初は自然的な好
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条件によるが，局地的集積や大都市地域の成長を促進する。だがこんどは，これらが上述
した理由によって「基礎」産業にいっそうの利益をもたらすだけではなく，他の諸産業に
も諸利益をもたらす。このようにして選ばれた地区は雪だるま式に成長し，大きな都市圏
になる傾向をもつのである。
〔67〕イギリスにおける人口集積は二つのグループ，すなわち，商業，海運中心と鉱工業
中心とに区別されよう。海運の二大中心たるロンドンとリバプールには世界中から商品が
輸入される。その結果，そこには大きな桟橋や倉庫，その他の保管施設があり，そのうえ
大規模な荷役および集配に要する蓄積された技術がある。この商業的，分配的機能だけで
もかなりの人口に対する雇用を用意するし，それがこんどはもう一方のグループに対して
地方産業 localindustriesにおける雇用をもたらすのである。しかし，とくにロンドン
はそればかりではない。ごく初期の時代にそこはのちに工場制工業となる手工業や家内エ
業の中心となった。その結果，そこはいまや製革業，製靴業，多数の鉄鋼業の最終部門，
紳士服，婦人服，婦人帽等製造業，化学薬品，染料，薬の製造といった諸産業の重要な中
心である。港町としてそこはかつて木造船の建造と大きく結び付いていたし，今日なお重
要な船舶修理の中心である。また，そこは主要な製粉業の中心の一つとなっているし，木
材取引の最大の中心でもある。つねにわが国の主要な商業中心であったロンドンは大きな
工場生産の中心に成長した。製造業の中心としてのその成長はそこがイギリス連邦の首
都であり中心であるということ，印刷出版業の主要中心であり，かつ国内外からの旅行者
のメッカであるということによっても促進されている。その結果，そこにはわが国の他の
どこにおいても知られていないような規模で公共的サービスや多種多様なサービスがあ
る。また，リバフ゜ールやハルのような他の大商業中心にも，地方的特徴をもつ産業にせ
ょ，輸入原料を用いる「基礎」産業にせよ製造業が確立した。油および油かす産業 The
oil and oilcake industry, 穀物製粉，それに銅製品製造業 copperproductionがそう
した産業の事例としてあげられよう。
〔68〕人口集積の第二のグループは鉱工業に基づいている。主要な人口集積地はクライド
河谷 theClyde Valley, 北東海岸，イースト・ランカシャー，ウェスト・ライディング
およびウェスト・・ミッドランズである。サウス・ウェールズやイースト・ミッドランズと
いった国内の他の部分ではそれほど・顕著な人口集積はみられない。これらの地域ではどれ
をとっても炭田上に位置するという点がみてとれよう。いくつかの場合，なかんずくサウ
ス・ウェールズと北東海岸では地域経済は石炭生産とその地域外への販売に大きく依存し
ている。他の場合には，石炭はその主要製品が地域外に販売される製品であるような製
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造業の基礎である。かくして，たとえばウェスト・ヨークシャーでは首位を占める石炭
〖産業〕に毛織物工業が迫っているが，後者はそれ自体石炭に大きく依存しているし，サ
ウス・ヨークシャーでは鉱業は，大規模でなお成長しつつある製鋼業の確立を促進し，ゥ
ェスト・ミッドランズでは石炭産業は主として大集団をなす多種多様な金属工業の補助的
役割をもって存立している。このように石炭産業は他地域あるいは諸外国への輸出商品を
用意し，かつ他の諸産業をそのそばへ牽引するという二重の機能を果している。概して19
世紀を通じてみれば，石炭は主要な海運，商業地域へ集積した人口とは別に，産業人口に
対する大きなマグネットとして機能したということができよう。
〔69Jほとんどの炭田では鉄鉱石が石炭とごく近接して発見され，その結果，産炭地域は
製鉄地域，そして後年には製鋼地域ともなった。鉄鉱床は炭田からいくらか離れた場所に
も存在し，おもな例としてはクリーブランド，リンカーンシャーおよぴノーサンプトンシ
ヤーがある。そうした場合には結果として生じた製鉄業（そして，のちには製鋼業）の立
地は原料および動力源の収集費に規定された。銑鉄1t当たりの生産に必要な石炭の量が
多ければ多いほど炭田の牽引力が大きくな見鉄鉱石1t当たりの鉄分含有量が低いほど
鉄山の牽引力が大きいことは明らかである。 19世紀末にかけての節約は石炭消費に影響を
及ぼし，そのために石炭の牽引力はそれに符合して弱まった。さらに古い鉄山の鉱石供給
が減少するにつれて，鉄鋼業はますます輸入鉱石もしくは輸入銑鉄に依存するようになっ
た。したがって，鉄鋼業は内陸地域よりも海岸地域においていっそう急速に成長する傾向
をもち，この傾向は輸出用鏑製品製造業の集積によって強化された。かくして，たとえば
サウス・ウェールズの鉄鋼業は，それは主として輸出向けブリキ用鋼材の生産地域である
が，西方および海岸に向けて着実に移動した。今世紀に入って製鋼業の立地にはさらに重
要な諸変化が起った。溶鉱炉と製鋼フ゜ラントが単一の施設として建設され，銑鉄は溶けた
状態で製鋼炉に運ばれるのである。これらの諸条件のもとでは，低品位鉱からなるリンカ
ーンシャーの鉱山を開発し，鉄鉱石の近くに鉄鋼プラントを建設して，遠方から石炭を運
ぶ方が有利となった。さらに同タイプの節約は銅の輸入関税と相侯って，近年リンカーン
シャーのみならずノーサンプトンシャーにおける鉄鋼業の成長を促進している。
〔70〕木造船の時代には，造船業は河口付近や十分な木材供給のある多くの場所で繁栄し
た。動力源として蒸気が，建造材として鉄が使用されると，クライド川をおもな例とする
二，三の感潮河川に造船業は急速に集積するようになった。クライド）I流域には石炭およ
び鉄鉱石が埋蔵され，そのためにそこは鉄鋼生産の一中心となった。製鋼業は造船業によ
ってもたらされた市場に大きく特化し，たがいに他方の成長を促進する結果となった。同
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じことは北東瀧岸についてもいえ，そこではクライド川趣城と同攘に製鋼業が安価な鉄の
利用によって繁栄し，造船業が市湯を用意した。ウェスト・ミッドランズでは石炭と鉄の
存在が金属容器hollow-w砥鎚鎖，釘，針，ピンなど竺ひじように多様な譴工薬の
発を惹起したが，バーミンガムが国土の中心椰に位置することによって，全国至る所へ
運搬されうる。
('11)このように鉄鋼業や造船業の立趣には自然的譜条件が決記均な役割を演じていたよ
うにみえるだろう。にもかかわらず，市楊もまた重聾な膨響を及ぼしていたことは，わが
国の他の湯所における鉄鋼業の特化の経緯によって示されている。演煤藷池方は製鋼iこ特
化したが，，それは輸出用，もしくは造船ないしは輸出用知鮎這譴業への原料供給用であ
る。シェフィー ルド蝠繊では同工業は刃物工業のみたらず，兵墨生産やその他最終製品の
輪送費があまり重妻でない部門で必要な特殊な鋼の生童に集中している。バー ミンガム逮
域ではすでに示したようにまた別の経緯での特化をたどったが，それはシェフィー ルド
地減の発展を左右したものと同じ譜事自によって規定された経緯である。機械工業もまた
市場の影響を示している。全体としてみれば，それは広範に分布する工業であるが，いくつ
かの部門は高度に集積しており會そこには造船業と闘違した組用機披工業や織織生産地方
に勢遣した繊艤腸械工業が含まれる。バー ミンガム鱚減ではすでに示された完成品襲造婁
に幾分かは基磯を置く大きなかつ多樺な機械工業が鶴立したが，それは特定部門というよ
りも，むしろさまざまな鶴門が集積し，すでに多檬化していたからである。その発違のも
つこうした特性は初鑽の剛tの自動配E業において布訳あることがわかった。同工業は
おもに＝ベントリーで菖立し，バーミンガ“鰈嘩分晶が鵬できたのである。過去閲
年閏の新しい産業の急遠な溌違のなかで，その特性が重蔓な利点となっていることも示さ
れるだろう。
(72)繊艤工業の立蝠はー 然賣薫によって同攘には諷明できない。ランカシャー では気曇
洞鯰編紅道していたことは真実だし，水躙勤屯揚の工湯び霞饂や濃白に利用でき，
のちの段階に用いられた石炭や鉄が容易に入手できたことも真実である。そのうえ，リパ
ブー ルは原綿の大輸入中心となった。ランカシャー 嬉区はこのように綿工業にじつによく
道していたし， 1暉杞中葉には府兄と董争り圧力によって，綸慰郎こその嬉繍への同工業
の集積が進行した。にもかかわらず，同工業はまず「何ら特定の運貞もなく，ランカシャ
にー定着した。ただ，おそらくはそこにすでに羊毛工業炉あったとか，外来物を撼杭なく
受け入れたとか，マンチェスクー が自袷蕃市 Corporationではなかったということはあ
紐）繭蕃省， p.認.par. 加．
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ったが町。もし，たまたまそれがわが国のどこか別の場所に定着していたり，マンチェス
ターが当時の自治都市の制約的な諸影響を蒙っていたりしていたとすれば，同工業の，そ
してラ亀ンカシャーの歴史が異なっていた可能性もあるのである。同様に羊毛工業の場合で
も，現在それはウェスト・ライディングに集積しているものの，その発展を説明する何ら
の決定的な自然的諸利益もないのである。 18世紀における羊毛工業の発展について語った
クラッパム教授J.H. Clapham比「あるわずかな利点をもった進取の気風のある勤勉な
地方が，より低い段階にあった成長産業を発展に向かわせることはよくあることである。
一方，ノーフォークNorfolkでは，同工業のより高次の部門が盛んとなり，それは富と外
国貿易の増大のおかげで成長をみたのである。ヨークシャーのもつ諸利点のなかには，原
料供給の利便性や確立した『贅沢産業」 'industriede luxe'の労働者の間にしばしば見
受けられる組合保守主義corporateconservatismのないことがあった。われわれは，労
働力が1770年以前のノーウィッチ Norwichにおけるよりもブラッドフォード Bradford
あたりの方が安価だったことに十分に確信をもちうるm」と述べている。
外部経済
〔73J以上のパラグラフでは工業の立地における自然条件の影響を徹底した分析よりも，
むしろ顕著な実例を提示することで示す試みがなされてきた。そこでは鉄鋼業などいくつ
かの場合には自然的諸要因が決定的ではあるものの，他方では歴史的な偶然とでも呼び
うることが重要な役割を果していることも示されている。しかし，ある産業が確立する
と，それは自ら人為的な諸利益ないしは故アルフレッド ・M・マーシャル AlfredM. 
Marshallの用語によれば，外部経済を創出するし，また創出してきたのである。彼はそ
れを「産業の全般的な発展に依存するもの」と定義している。
〔74〕ある産業によって享受される外部経済は二つのグループに分けられる。つまり，何
かほかのタイプの産業ではなく，その産業自体の成長によるものと，どんな産業であろう
と，その成長とそれに依存する人口の集合によるものとである。これらは特殊経済special
economiesおよぴ一般経済generaleconomiesと呼ぶことができよう。ある産業が成長
すると，高度に専門化した労働者群が創出され，そして，こんどはそれがそうした労働者
に市場を準備することになる。このようにして，たとえば19世紀には，繊維工業は多数の
疇，織布，漂白等の熟練こを鯰し，こんどはそうした労働者の存在が同工業の成長を
36)商務省， p.69, par. 52. 
37)商務省， p.70, par. 56. 
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促進したのである38)。その成長からさらに繊維機械を含むおびただしい数の補完工業が生
じ，こんどはそれらが機業地域の牽引力を増強したのである。リバプールの綿花取引所
Cotton Exchangeやマンチェスターにある綿織物の販売諸施設もまた，綿工業に対する
同地区の牽引力を強化した。さらに一つの主要な工業によって脊成された補完諸工業は，
別の工業の必要とする補完工業に類似していることがあるが，そうすると，ある特定の地
域における最初の産業の成長は他の成長を導くことがある。とりわけパーミンガム地域の
場合がこれであり，そこではすべて同じグループの補完工業によって育成された多数の軽
工業や同業種の諸工業 cognateindustriesが築かれたのである。グラスゴー地区では舶
用機械工業の発達が，鉱山機械や製糖機械 sugarcrushing machineryといった重機械
工業の他の諸部門の成長に好都合で重要な要素であった。このようにして，ある段階を超
えた特化は多様性を促進する傾向をもつ。それは主要な工業の成長が，もはや増大する人
口を吸収するほど十分に急速ではないところで必然化した多様性である。
〔75〕 「一般」経済は重要性を増す傾向にある。海岸諸地域では桟橋の荷役施設がそれら
に含まれるし， どんなところでも輸送施設がそれに含まれる。それらはまた技術的，尊門
的，教育的諸サービスや，人口稲密地区にみられる他の多くの諸利益をも含んでいる。も
し自然による決定的な諸要因がなければ，このタイプの経済の存在が一義的な重要性をも
ち，人口の大きな集積が生産された商品に対して市場をも用意しうるという事実からすれ
ば，なおさらであることはいうまでもない。最終製品製造業の立地は，その多くは嵩が小
さくて価値が高く， したがって比較的低コストで長距離を輸送しうるものであるが，自然
的諸条件によって大きく影響されることはない。それはそうした諸工業には，すでに人口
禰密であり，したがって一般的特徴の重要な外部経済を提供している諸地区に集中する傾
38)マーシャル，『経済学原理』，第8版， p.271. 「産業がその立地を選択してしまうと．
ながくその地にとどまるようである。同じ技能を要する業種に従事する人々がたがい
にその近隣のものからうる利便にはたいへん大きなものがあるからである。その業種
の秘訣はもはや秘訣ではなくなる。それはいわば一般にひろまってしまって，子供で
もしらずしらずのあいだにこれを学んでしまう。よい仕事は正しく評価される。機
械，生産の工程，事業経営の一般的組織などで発明や改良がおこなわれると，その功
績がたちまち口のはにのぼる。ある人が新しいアイデアをうちだすと，他のものもこ
れをとりあげ，これにかれら自身の考察を加えて，さらに新しいアイデアを生みだす
素地をつくっていく。やがて近隣には補助産業が起こってきて，道具や原材料を供給
し，流通を組織化し，いろいろな点で原材料の経済をたすける。」（馬場啓之助訳「経
済学原理』，第2巻，東洋経済新報社， 1966年， p.255より抜粋。）
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向があるからである。これらの地区の牽引力は，もしそうした経済に加えて近年のバーミ
ンガム地域の場合で説明したように， さらに同業種の工業の存在による特殊経済があれ
ば．いっそう強化される。その点からすれば，バーミンガム地域はロンドン地域とは異な
っており，後者ではその決定的要因は大市場の存在によるのである。
主要な産業集積地の性格
〔76〕前項ではおもに諸産業，主要な基礎産業が立地している国内の諸地域と，過去にお
いてそれらの立地を決定した諸影響について論じてきた。しかしながら，．短かい一般的論
議ではあっても，主要な人口集積地 populationgroupsとその産業経済の性格につい
て，何らかの言及がなされてしかるべきである。
〔77〕ランカシャーおよびチェシャーには二つの別個の人口集積地，すなわちリバプール
地域とマンチェスター地域とがある。前者は本質的には海運および分配中心で， 19世紀に
その近隣に確立した基本的な製造業は，ほとんどが海外からの輸入原材料を利用するもの
（銅製品製造業など）であった。しかし，マンチェスター地域は本質的に製造業地域であ
り，綿紡と織布それに織物完成品が主要な産業である。その歴史はある地域が一つの主た
る産業に特化する傾向のみならず，その産業が専門化した諸部門に分離し，それぞれがそ
の地域の一部分に集積するという傾向をも物語っている。こうしてマンチェスター北部の
「綿業諸都市」 "cottontowns"は綿工業の諸部門に特化し，一方，マンチェスターそれ
自体は二次中心sub-capitalとなり，また，同工業の商業的活動と，機械工業などひじよ
に多様な諸工業の中心となった。それら諸工業は外部経済（特殊と一般の双方）と綿業諸
都市に象徴される大きな市場の存在によって，その都市に牽引されたのである。
〔78〕ウェスト・ライディングにも二つの人口集積地，すなわちウェスト・ヨークシャー
とサウス・ヨークシャーとがある。ウェスト・ヨークシャーは毛織物工業の中心で，綿工
業と同様，一群の都市や村落ではそれぞれ大なり小なり同工業の一部門への特化が行われ
ている。しかし，綿業地域とは異なって，同工業の商業的中心（ブラッドフォード）は，
重要な鉄道中心で鉄道機関の組立を含む雑多な工業の主要中心でもあるリーズとは別に分
離している。ウェスト・ヨークシャーはまた石炭産業の重要な中心で，リーズにその商業
的中心があり，リーズは同地域の二次中心となっている。サウス・ヨークシャーは現在石
炭産業のかなり重要な中心で，わが国の最も重要な製鋼中心の一つでもある。シェフィー
ルドの製鋼業は同地区に立地する刃物工業や機械工業といった一団の最終製品製造業と密
接に結び付いている。このように，ウェスト・ライディングは二重ヒ°ラミッドの地域であ
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り，ウェストおよびサウス・ヨークシャーは西部が織物と石炭，南部が石炭と製鋼という
ように，異なった基礎のうえに構築されているとみえよう。その点でそれはサウス・ウェ
ールズとひじようによく似ている。そこでは東部の工業地域が主として石炭産業：ら西部
地域が一団の金属および冶金工業に基礎を置いている。
(79〕ノーサンバマランドとダーラム（ヨークシャー北緑部を含む）には．その河口に大
きな人口集積地の発達した三つの河川がある。この三つのすべての経済は類似してお!), 
石炭生産，鉄鋼生産，機械および造船，それに化学工業に基礎を置いている口それは石炭
産業が絶対的にも相対的にもはるかに重要なクライド川地域のそれとは異なり，機械およ
び造船も後者ほど重要ではない。それはまたバーミンガム地域の経済とも異なっている。
バーミンガム地域は鉄鋼を含むさまざまな金属および金属製品の製造，機械および車両組
立それに非鉄金属工業に基礎を置き，非鉄金属についてはイギリスの同工業の総雇用者数
の半数以上を占めている。
(80〕言及されたすべての人口集積地は，一つの例外を除いて，ー，二の「基礎」産業に
ひじように大きく依存しているが．その例外とはバーミンガム地域のことである。これら
の産業はその補完工業とともに．こうした諸集積地の就業者数の比較的大きな部分を占め
ている。集積地の成長は，したがって．おもに一産業ないしは小グループの諸産業いく
つかは関連した諸産業の成長によって決定されたのである。 しかし，ある産業において生
産高の増加が雇用数の増加よりも急速であることはすでに示されている。そして，当然の
ことながら，急速な発展の時期が終わり，もはや生産高の増加率が全国の人口増加率より
も高くなくな．ったときには，その地域の人口の相対的な増加率が低下するのみならず，同
地域の人口の増加分が新しい諸産業のために利用できるようになったのである。さらに主
要諸産業の成長によって生み出された外部経済が，そうした新しい諸産業に対する牽引力
となった。こうして特化の時期につづいて，真の多角化が顕著となる時期がきたのであ
り，そのため，検討中の時期の終わりまでには，より新しくより多種多様な諸産業が程度
の差こそあれ，イースト・ランカシャー，ウェスト・ライディングそしてクライドJl地区
におけるようなすべての主要入口集積地に現われたのである。
〔81〕にもかかわらず，第1次世界大戦の勃発時においてさえ，こうした人口集積地のほ
とんどの経済はなお高度に特化していたのであり，そのために，それらの永続的な不況へ
陥る傾向は強いままであった。
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§4 第1次世界大戦後の諸状況
第IV章は第1次大戦後の人口および産業の状況を5項目に分けて論じ， 「結論」につづ
いて「起こりうる将来の諸傾向」に言及している。まず最初に「最近の人口変化」の項で
は，第I章で提示された統計数値に基づいて1921年,-.,37年の人口分布動向が論じられ，両
大戦間にロンドンおよびホーム・カウンティーズヘいっそうの人口集積が進行した点を明
らかにしている。ついで・「ロンドンおよびホーム・カウンティーズの産業発展」では，同
地域の産業人口の増加を主として成長産業のより多くの存在に求めている。つまり，同地
域は他地域に比して産業構成上，多数の成長産業を有し，他地域では衰退産業への依存度
が高いという点を指摘している。第三に「不況産業」では，石炭産業や鉄道業，繊維工業
などを取り上げ，技術革新に伴う労働生産性の向上や代替産業の発達，エネルギーや輸送の
需要構造の変化，国際市場の変動による輸出産業の不振など；不況の諸要因を明らかにし
ている。これらの要因がイギリス北部や西部を支える基礎産業の衰退に結び付いている点
はいうまでもないだろう。第四に「輸送」では，第1次大戦後の道路交通の発達が鉄道交
通に重大な影響を与えたばかりでなく，それが産業人口の分布や移動に直接影響を及ぼし
た点を指摘している。第五には「軽工業の発達」を取り上げ，基礎産業の多くが素材供給
型の産業であるのに対して，新たな成長産業の多くがそうした素材を利用する完成品製造
の各種工業で，いわゆる軽工業的性格のものである点を指摘している。そのうえ．そうし
た各種工業の多くがロンドンおよびホーム・カウンティーズに集積し，そのことが同地域
の産業発達に大きく貢献している点を明らかにしている。最後に第1部で論じてきた産業
人口の分布の諸原因を総括し，つづいて将来の諸傾向を推測している。そこではロンドン
およびホーム・カウンティーズの牽引力の低下傾向を指摘し，遠からず同地域での産業お
よび人口集積が停滞すると予測している。しかし．第2次大戦後，この予測は覆され，同
地域での産業および人口集積はさらに激しさを加えたことは周知の事実である。
第1V章戦後期〔第1次大戦後〕
最近の人口変化
〔8幻 1921年から1937年の間にイギリスの人口は約4,275万人から4,600万人へ，すなわち
7.5彩増加したが，年率にすれば， d.5彩未満にすぎない。しかし，その増加は地域的には
ひじように不均等なものであった。つまり，たとえばロンドンおよびホーム・カウンティ
ーズでは約18彩の増加をみたが，ミッドランド・グループの諸州，すなわちスタッフォー
ドシャー，ワーリックシャー，ゥースター，レスターおよびノーサンプトンシャーでは約
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1彩であった。他の地域でこれに匹敵する増加率を示すものはない。ウェスト・ライディ
ング，ノッチンガムおよびダービーのグループでは増加は696台であったし， ミッドー ス
コットランドでは496台であった。ランカシャーでの増加は1彩未満であったが，＇グラモ
ーガンおよびモンマスでは996の， Jーサンバーランドおよびダーラムでは1彩の減少で
あった。「イギリスの残余の地域」では6彩の増加がみられた。ロンドンおよびホーム・
カウンティーズの人口増加率は全国のそれのほぼ2.5倍だったが，そこでは全人口のかろ
うじて25%を超すにすぎないのに，問題とする16年間に増加した人口の約55彩を占めてい
るのである。ロンドンおよびホーム・カウンティーズとミッドランド・グループの諸州が
この間，イギリスの全人口の約35形を占めるにすぎないのに，同期間に増加した人口のほ
ぼ70%近くを占めている (par.54の表2参照）。
〔認〕 1923年から1937年の間に推定失業保険加入者数はイギリス全体で22.3劣増加した
が，ロンドンおよびホーム・カウンティーズでは42.7彩，ミッドランド・グループの諸州
では28.2彩， ウェスト・ライディング，ノッチンガムおよびダービーでは15免， ミッド-
スコットランドでは9.5彩，ランカシャーでは7.6彩，ノーサンバーランドおよびダーラム
では4.7形の増加であった。グラモーガンおよびモンマスでは4.3%減少したが，「イギリ
スの残余の地域」すなわち，上で列挙した以外の地域では27.8%の増加であった39)。
〔84〕被保険者数の増加率はロンドンおよびホーム・カウンティーズで全国のほぼ2倍で
あった。ミッドランド・グループの諸州では全国より 6彩高く，「イギリスの残余の地域」
を除く他の地域のほぽ2倍であった。すべての他の列挙した地域では，増加率は全国値を
著しく下回っており，そのなかではウェスト・ライディング，ノッチンガムおよびダービ
ー地域が最も高率である。これらの数字はそれが取り上げられた時期における被保険者総
数について述べているのであって，実際の被雇用者数についてのものではないということ
に目を向けることが肝要である。もし二つの時期における実際の被雇用者数が被保険者数
にかわって用いられれば，そのパーセンテイジはロンドンおよびホーム・カウンティーズ
で42.7から49.0へ，ミッドランド5州で28.2から36.0へ，ウェスト・ライディング，ノッ
チンガムおよびダービーで15.0から12.0へ，ミッドースコットランドでは9.5から9.2へ，ラ
ンカシャーでは7.6から10.0へ，ノーサンバーランドおよびダーラムでは4.7から4.5へ，
グラモーガンおよびモンマスでは4.3(の減少）から20.5(の減少）へ，イギリスの残余
の地域では27.8から28.8へ，イギリス全体では22.3から24.2へ変化するm。
39)労働省， p.290, 表I.
40)同書， p.291, 表I.
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〔85〕先述の諸統計は全人口と失業保険加入者の地域的分布の諸傾向にかかわっている。
1923年7月と 1937年7月との間にイギリスの被保険人口は全体として 22.3彩増加した。
1923年7月にはロンドンおよびホーム・カウンティーズの推定被保険者数は2,420,510人で
あったが， 1937年7月までに1,032,500人増加して3,453,010人となっていた。もしこの地
域の成長率が全国の成長率よりも高くなかったとすれば，被保険者の増加は 1,032,500人
ではなく， 539,800人となっていたtころう。そうすると両者の差492,700人は，ロンドンお
よびホーム・カウンティーズにおける増加率がイギリス全体の増加率を超えた程度を表女わ
している。
ロンドンおよぴホーム・カウンティーズの産業発展
〔86〕産業人口の地理的分布における諸傾向は産業の諸傾向に明瞭に関係している::, しか
表5 労働省の資料からみたイギリスの1923年~1937年の
成長率が全産業の平均より大きい23産業の分析
スタッ卜/フ I  I ロンドン ウェスト オー ， 
および ． ・ライデ ワー リッ ノーサン，ミッドーグラモーランカシィング， ク， ウー ハャーフー ✓、 ! I ‘ホー ム・ ヤー ノッチンスター ， ド ダー スコットガン，モカウンテ ガム，ダ レスター ラ9ム iI ランド ンマスィーズ
1ー ビー ノー サンプトン
の192当3該年2に3産お業けのる各数地域… 23 23 23 23 23 231 22 
被19保23年険人の当口総該数23産業の． 1,342,270 456,080 329, 7501 497,910 139,300 2ss, 2001 I ss, 460 
保2イ193産2険ジ3年業人分の口各のに地バ占域の総当被該
めーセるン.テ. 
55.5 26.9 23. 5 41.1 22.5 32.2 18.3 
醤数当イ該にジ2占：3産一猛めー業る訟9ハ被ー19保磁セ年険譴ン人プ••• 
33.3 1. 3 8.2 12.3 3.5 6.3 2.1 
1937年・・ 32.9 ・11.3 8.6 12.0 3.7 5. 7 ・2. 3 
磁産ー1る9業総産2セ筑業増のン抑のイア増分イ1ギ9加3にジリ7年分ス占のがにお同当該諸け
めるパ
プイ ． 32.2 1. 2 9.3 1. 4 4.1 4.8 2. 6 
注 当該23産業は以下のような 7 「地方」産業ー―—流通業，市街電車およびバス輸~逹
洗濯，染物業およびドライクリーニング，建設業一ーと 16「基礎」産業一一自諏！
車，自転車および航空機，絹および人絹，電線，電気器具，電球など，電気機梯し
ホテル，宿屋，レストランなどのサービス業一ーを含んでいる。
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し， ロンドンおよぴホーム・カウンティーズ地域における被保険者数の相対的増加は，そ
の地域の産業の成長率が国内の他地域での同産業の成長率よりも高いせいであるというこ
とには必ずしもならない。その相対的培加の説明は実際には，おもにその地域がわが国の
全産業の完全なサンプルを含んではいないという事実のなかに見出されよう。そこの産業
人口は他のどの地域よりもはるかに多く成長産業の雇用する人口を含み，一方でそういっ
た諸産業の大部分は国内の他のどの地域よりもその地域に含まれている。成長産業はそれ
らがどこに立地しようとも発展を示しており，労働省に・よって準備された以下 (H;J頁：：：の
表 5 〖原書では表番号なし〕も，ロンドンおよびホーム・カウンティーズ地域におけるそ
れらの成長率が例外的なものではないことを示している。しかしながら，他の諸地域では
それらは全産業人口のわずかな部分に雇用を提供するだけで，通常は衰退産業がその大部
分を占めている。このように，ロンドンおよびホーム・カウンティーズ地域の相対的発展
は孤立した現象とはみなされえず，その発展の一部は国内の他の諸地域における衰退産業
の衰退のなかに求められなければならない。
〔87〕ロンドンおよびホーム・カウンティーズにおける被保険人口の相対的増加は，主と
してその地域の経済における成長産業の重要性によっているが，それはまた部分的にはそ
の地域が他地域よりも流通業や一般機械工業，婦人服，婦人帽産業，各種金属品工業，自
動車， 自転車，航空機産業それに化学工業といった諸産業に対し，より大きな牽引力を提
供しているという事実にもよっている41)。諸統計は被保険者についてのみ言及しているの
であって，専門職thebusiness professions, 国家機構の中央の公職 thecentral offices 
of national .organisations, 中央行政府 centraladministrationなどに従事する保険末
加入労働者を含んでいないことを忘れてはならない。このグループの完全な統計は利用で
きないが，そのグループの増加率が全国におけるよりもロンドンおよびホーム・カウンテ
イーズ地域でより高いことは，ほとんど疑いないようにみえる。
不況産業
〔88〕不振な基礎産業のその不況のより深い諸原因を論じることはわれわれにとって問題
外ではあるが，それが産業の諸傾向に関係をもつかぎりにおいて，そうした不況に注目す
41)ロンドンおよびホーム・カウンティーズ地城の相対的成長が正確にどの程度この要因
によっているのかを示すことは不可能であるが，付録Ilの統計分析によると，それが
相当重要であることは疑いないものの，公的な論議ではおそらく過大視されているよ
うである。
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る必要がある。一つには人口の分布要因として重要であるがため，いま一つにはそれが他
の諸産業に適用できるいくつかの結論を，他のどんな産業よりもより鮮明に説明するとい
う事実のために，石炭産業における最近の諸傾向に注目してみたい。まず，生産の諸方法
と労働生産性に変化がないと仮定すると，もし同産業が以前の就業人口と同じ割合を吸収
するのであれば，その産業の生産高は全就業人口と同じ率で増加しなければならないだろ
う。技術的諸変化が行われたと仮定すれば，雇用の増大は生産高の増大とは同じ歩調をと
らなかっただろう。 1913年以来，同産業の生産高は低下しているが，実際にはその差異の
全部は輸出の減少となって現われている。もし総雇用量が1913年以降一定であったとすれ
ば，産炭地区における人口増加は，なお他の形態の雇用に用いられうる労働力の余剰がふ
えていることを意味しただろう。しかし，雇用の減少は生産高の低下よりもはるかに大き
かった。鉱山局 TheMines Department は毎年，石炭産業の被雇用数『地下と地上』
・"below and above ground" を刊行しているが，以下の数字はその年報からとったもの
である。 1911-13年と1935-37年の二つの時期を比較すると42), 生産高が15.7彩低下した
一方で，雇用は28彩の減少であった。さらに1937年と1923年を比較すると，生産高が12.9
彩低下し，雇用は34.2彩減少した。最後に1929年と1937年の二つの好況年の間での比較に
よると，生産高で7彩，雇用で17彩の減少であった。これらの数字から，産炭方法の諸変
化が貿易不振よりもいっそう重要な要因であったことは明白である43)。産炭方法の諸変化
には機械化ばかりではなく，不経済な鉱山を放棄して，優良鉱山へ生産を集中することも
含まれる点を忘れてはならない。一方，輸出貿易の減退はサウス・ヨークシャーやノッチ
ンガムといった内陸地域よりも，ダーラムやサウス・ウェールズといった輸出地域にはる
かに大きく影響した。さらにそうした輸出地域が極端な不況を蒙っている一方で，サウス
・ヨークシャーやノッチンガムなど他の諸地域は，機械化の進捗に直面しながらもなお，
雇用量を維持するだけ十分な率で成長していたのである。このように，石炭産出高の低下
に起因する不況と，機械化と集中によって生じた労働力のいっそうの余剰は，現に活動中
の鉱業人口の分布に広範囲に及ぶ諸変化をもたらした。また全般的な産業活動の成長にも
42)これらはおそらく比較のために利用できる最も良い年次である。なぜなら，二つの時
期はそれぞれ貿易の好転した最終の年に当たっているためである。
43)こうした統計的事実を述べたからといって，技術的諸変化あるいは産業経営上，他の
何らかの真の経済を導入する政策について批判を差しはさむつもりはもちろんない。
この種の諸変化は大昔から行われてきたものであり，それらはじじつ経済的，社会的
進歩を可能たらしめてきたのである。
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かかわらず，一時的変動を掛酌してもイギリスにおける石炭需要は，実際には停滞したま
まであった点にも目を向けるべきである。自国の需要が伸びなかったのは，石炭利用の箇
約と運輸および製造業の動力源として，石油や電力との競合が起きてきたことによったの
である。しかし，この競合はある産業が他の代用となった点を示したのであって．以前石
炭によって供給された諸サービスの総需要が低下したわけではない。
(89〕最も大きく収縮した産業の一つである鉄道輸送と，綿および毛織物工業とは代替物
の競合を示す二つの顕著な事例を提供する。鉄道輸送はその戦前の独占権を失ない，道路
輸送との競合の拡大にずっと直面している。鉄道輸送業の被灌用者数はじりじりと縮小し
てきたが，広い意味での運輸業は急速に拡大している。道路輸送における雇用の増大は鉄
道での雇用の減少よりもはるかに大きいけれども，あらゆる形態の輸送の総被雇用者数の
増加が16歳から64歳までの総人口と同率でふえてきたかどうかを評価するのは困難であ
る。綿工業と（それほどでもないが）毛織物工業は海外市場の喪失を蒙ってきたが，それ
がとりわけ綿工業における雇用の減少の主たる原因である。それらはまたおそらくわずか
ではあるが，人絹との競合をも蒙っている。しかし，絹および人絹工業における雇用の増大
は，繊維工業における雇用の減少総数をわずかに埋め合わせているにすぎないっつまり．
たとえば綿および羊毛工業では雇用は約715,_000人から約570,000人へ 145,000人減少し
たが．絹ぉよび人絹工業の雇用数は約39,000人から約76,000人へ37,000人増加しただけ
にすぎない。造船および船舶修理における雇用敷の1924年の約174,000人から1937年の約
133'.000人への減少は，主として生産高の低下によっていた44)。その生産高の低下はこん
どは国際貿易の減少と船舶による輸出貿易の減少とによっていたが，それはまた造を所に
おける技術的諸変化や船舶の能率向上とも関連があった。船舶はより大きくより速くな
り，港湾の改良によって，荷役を戦前期よりも迅速に行うことができたのである。さらに
鉄工業の場合には，それも生産高の減少を蒙ったが，雇用の減少は溶鉱炉の規模の増大や
他の技術的諸変化，それにその結果として生じた労働生産性の向上によっていっそう大き
いものであった。
(90〕こうしてみてくると，わが国の不振な輸出産業の商況は，これら諸産業の立地する
諸地域における雇用状況を十分に説明してはいないようにみえるだろう。それらは長期間
にわたる急速な発展を経験してきたが，その間に生産高の増大には多くの場合，就業人口
44)三つの時期， 1911-13年， 1928-30年それに1936-38年の進水トン数を比較すると
（それぞれ各長気変動の「好況」期に当たる）， 1911-13年を100とした指数で，他の
二つの時期はそれぞれ81.2と51.3である。
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の増加率よりも大きな雇用の増加が伴っていたのである。その時点では発明や組織 orga-
nisationによって生じた節約にもかかわらず，そうした諸産業の立地する地域は他から労
働力を吸引した。戦争以来の不況は人的努力humaneffortの節約を目論んだ諸変化を押
し進め，その結果，外部から労働者を吸引しえるどころか，諸産業はいつしか生産高の減＇
少と技術的諸変化の直接の結果が示す持続的過剰に直面している。いくつかの場合には，
その減少は代替物製造業（レーヨンなど）の成長によっていた。しかし，そうした諸産業は
全部が全部同じ地域に立地していたわけではない。と同時に，代替物を供給する産業の成
長による生産高の減少と海外市場の縮小によるそれとの間には本質的な相違がある。前者
ではそれが消失させる雇用に対して，少なくとも部分的な代替として手近に特定の雇用が
あるが，後者では市場は消失し，別の代替産業が求められなければならない。一方の変化
は成長に付随する事象であるが，他方はより大きな世界での変化に付随する事象であり，
輸出に依存する地域にとって真の永続的な損害となりうるものである。しかしながら，こ
れは委員会に求められた論点をはるかに超える広範な国家的失業問題である。
〔91〕産業人口の他土即域からロンドンおよびホーム・カウンティーズヘの移動は，主要諸
産業の変化する諸傾向に照らして考慮されなければならない。戦前にはこれらの産業は，
その立地する国内諸地域の増加人口に対して通常の雇用を提供するだけ急速に発展してい
たが，その増加人口が一方でこれらの産業の，他方でその相対的収益性に規定される，ょ
• り軽工業的諸産業 thelighter industriesの成長率を決めたのである。ところが， ロン
ドンおよびホーム・カウンティーズでは成長産業の成長率はそれらが吸引できた産業人口
によって規定されたのである。戦後「基礎」産業の衰退は成長産業に対して人口の制約を
解除したが，これはほとばしりでる新発明が新しい軽工業ないしは相対的に軽工業的産業
を生み出したのと同時に起きたのである。石炭に代わる電力の使用は同じ期間に炭田．の牽
引力をある程度減少させたが，その程度を測ることは不可能である。それは確かに新しい
産業上の事業を始めるのに必要な資本支出を減少させたが，国内ならどこも同じであっ
た。また石炭に代わる電力の使用は動力費の局地的なばらつきを減少させたということは
ありうるが，この点での利益は重工業 theheavier manufacturing industriesにおけ
るよりもより軽工業的完成品工業において，明らかにその重要性が低かった。炭田から離
れた諸地域（ロンドンおよびホーム・カウンティーズを含む）の牽引力が電力の導入によ
ってある程度強化されたという点はおそらく真実であろうが，新しい動力源はおそらく他
の諸要因ほどの影響を及ぼさなかった・。商務省はその資料のなかでつぎのように述べてい
る。「安価な動力の地域の拡大はおそらく， 近年のグレーター・ロンドン地域における軽
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機械工業（電気機械を含む）の発展に貢献した諸要因の一つであるふ商務省の証人はそ
の資料の作成過程で，電力がロンドンヘ諸産業を牽引したと同時に，分散させる影響をも
及ぼしたという観点を表明したのである。グレーター・ロンドンに高度に集積した諸帝業
のいくつかー一文房具，楽器，科学機器，皮革製品，嗜好品，毛皮製造—―ーは電力の発展
がなくてもその地域にあっただろう。しかし，他の場合一ー電気掃除機無線装罠軽撮
械工業一般など一ーには霞力の使用がそれらのそこでの成長の頂要な原因である45)~
輸送
〔92〕戦後の輸送における諸変化や発達が産業や人口の分布に及ぼした影響は評価がむず
かしい。通過不可能な障壁によって隔てられた二つの社会の間に交易が行われえないこと
は明らかである。それぞれの社会はその生活に必要なあらゆる物の自給をしいられるだろ
う。もし自然的障壁が部分的に取り除かれたとすれば，多少の地域問交易 inter-commu-
nity tradeは起こるであろうが，＇ それは特化の経済が残された輸送の障碍よりも大きい
場合に限られたであろう。もし障壁が完全に除かれ，二地域間の諸商品が少しも輸送費を
かけずに交換できたとすれば，特化は自然的およびその他の利便のより僅少な差異に基づ
いてさらに進むだろう。さらにもし二地域間の人々がその生産した諸商品と同じく，どこ
へでも移動できたとすれば，必然的にあまり恵みの豊かでない地城から別の地域への移住
が起きたであろう。
〔93)こうした単純な仮定を行うと，わが国の輸送体系における諸変化のもつ諸効果を示
す試みのうえで手助けとなる。すでに指摘されているように，鉄道輸送の発達は国内のさ
まざまな場所の製品に対して市場を拡大し，特化を助長し，国家の産業経済を構成するこ
れら諸産業のふさわしい場所における成長を促進した。こうして，たとえば繊維製造業は
ランカシャーやヨークシャーにますます集中し，その工業製品は国内の他地域のみなら
ず，地球のすみずみまで送られ， ミッドランド速域で掘り出された石炭は鉄道でロンドン
へ運ばれたのである。しかし，諸産業は輸送施設のあるところで発達しただけである。そ
れらは鉄道に追随したのであり，とりわけ港湾や鉄道の分岐点に集中したのである。その
鉄道や分岐点それ自体は，他のより初期の形態の輸送に基礎を置く産業発展がすでに行わ
れていたところに建設されたのである。
〔94〕このように，饂の蜘奮は産業の地域的特化や集積に対する障壁を取り除いた．ぁ
るいは部分的に取り除いたといえよう。しかし，それはすべてというわけにはいかなかっ
45)商務省， p.80, par. 89および Q.894-941. 
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た。鉄道会社が採用した運賃計算方法には二つの特色があり，それぞれ長距離にわたる商
品移動に対して障壁を減じようとしたものである。まず第一に商品は「価値や重量の割に
嵩ばるものなどを考慮に入れて46)」分類され，石炭や他の原材料のような低価値商品は，
消費材や他の完成品のような高価値商品よりも低いトン・マイル率で運賃計算された。第
ニに鉄道会社は商品の輸送距離が増加するにつれて， トン・マイル運賃が減少する遠距離
碑制度 taperingsystemと呼ばれるものを採用した。このように，一般的な言い方を
すれば，鉄道政策は輸送障壁を最小にまで減じ，そうして地域的特化や長距離交通を促進
しようとするものであるといえよう。．
〔95)戦後，鉄道輸送は急速に増大した道路輸送との競合を蒙り，後者は国家経済のなか
で大きな，かつますます増大する役割を演じている。自動車による道路輸送の成長の効果
は三重である。まず第一に輸送施設は鉄道輸送の整備されていない諸地域内や諸地点間
に，あるいは整備されたところにも同じようにつくられたのである。こうした輸送施設の
拡大（すでに鉄道施設のある地方間の輸送費の減少を別にして）は，以前にそれのなかった
諸地域に産業発展の新しい可能性を生み出した。第二に，すでに鉄道のある諸地点間での
道路輸送との競合は鉄道運賃に重大な影響を与え，競合地域下では特定運賃 exceptional
rates, すなわち．特定の交通が負担しうる標準運賃より低い運賃で，鉄道が運ぶ輸送量の．
急速な増大を必然化した。道路輸送は比較的短距離の鉄道輸送の独占を侵すことで始まっ
たが，競争はいまや特定運賃が100マイル以上離れた場所間の輸送に適用されるところま
で広まった。特定運賃の必要は長距離交通や産業の地域的特化を助長する遠距離逓減制度
の効力を弱め47), ロンドンもしくはその周辺地域へ新しい諸産業を牽引する傾向をもって
いる。特定運賃がこの牽引力の原因ではなく，原因はむしろ道路輸送の発達のなかに見出
されるべきであり，その道路輸送は商品運搬者としての鉄道の独占を著しく弱め，それに
よって鉄道がサービス供給を続けようとする際に，特定運賃を必然たらしめたのである。
〔96〕第三に，道路輸送の増大はすでになされてきた人口の分散に一役買っている。鉄道
にはほど遠い住宅地域が新しい輸送施設の創出の結果，ほとんどの大都市周辺部に発達し
46)鉄道会社協会 RailwayCompanies'Association, p. 666, par. 10. 
47)鉄道による商品の運搬に関する幹線鉄道諸会社 theMain Line Railway Companies. 
の提議について，輸送諮問協議会 theTransport Advisory Council_の最近の報告
は原則として政府の認めるところであるが，鉄道貨物運賃の既存の法定管理の大幅な
．緩和を提言している。これが鉄道運賃の現在の基準やあるいは産業の立地にどんな実
際的効果をもつのかを評価することは現段階では不可能である。
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た。同様に産業諸施設も大都市の密集地区から周縁地区へ移動したが，それは一つにはも
し必要とあれば，道路輸送によって労働力の供給を確保でき，いま一つは道路輸送が市場
中心からの距離の不利益を軽減するためである。これら二つの理由によって，道路輸送や
他の諸形態の地方的輸送の発達は外方移動を惹起する諸要因の最も重要なもののなかこ含
まれるといえよう。
軽工業の発達
〔97〕古い時代から新しい産業時代への変化をともに特色づける四つの諸変化のうち，三
つについて述べてきた。その三つとは北部および西部における主要工業地域の産業経済の
基礎を構成する主要な「基礎」産業の衰退であり，電力および石油利用の増大による蒸気
カの独占の解体であり，内燃機関の発明と道路輸送の増大による鉄道輸送の独占の解体で
あった。第四の変化は各種工業の急成長であり，そのほとんどは相対的に軽工業的性格の
もので，雇用は婦人労働力が比較的大きな部分を占めている。これらの諸工業の多くはす
でに戦前から存在したが，そのいくつかは戦争以来の政府のとった関税政策によってわが
国に育成されたのである。他のものは近年の諸発明の結果，わが国や他の諸国で生まれた
産業か，すでにどこかの国に存在したが，政府の関税政策によってわが国にも生まれた産
業である48)。このグループの産業は特徴としてひじように多種多様なため，その立地は多
数の要因によって影響されるにちがいない。にもかかわらず，広範な一般的諸影響を提示
することは可能であり，それらは各種工業がロンドンおよびホーム・カウンティーズやミ
ッドランズで，戦後期に成長してきた程度のことを説明するのにともに役立つのである。
〔98〕まず第一に動力費は支出 supply に関する全費用のなかで比較的小さな要素であ
り，そのため，電力の増大がその地域的な立地選定に影響を及ぽす絋囲では，その影響は
直接的というよりむしろ間接的である。第二に，これらの産業のほとんどの郊分は鋼鉄に
大きく基礎を置く組立工業assemblingindustriesと呼ばれるようなグループにI対ナる。
規格化された中間製品たる鋼の生産は，前章で論じた自然的および他の諸要因によってな
お決定された諸地域で行われる。しかし，鋼それ自体のコストは完成品の最終コストの比
較的わずかな部分にすぎず，それは国内のほとんどの地域で最終製品のコストに著しい差
48)これらの産業の成長に，休日の習慣の普及と多くの海岸，その他の行楽地の埒）LOが加
えられるべきである。輸送サービスも含めて，こうした行楽地に代表される諸サービ
スの増加が戦後の経済成長の最も急速な形態の一つであり，人口移動に及ぽすその効
果が一義的重要性をもつものであることは証拠が示している。
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異を出さずに得ることができよう。換言すれば，銅はこのグループの諸工業の立地におけ
る要因ではない。鋼それ自体は最終製品の組立部品に変えられ，それはしばしば嵩が大き
く，したがって，輸送費を減少させるためにできるだけ市場の近くで組み立てられる。し
かし，組立工業はそれ自体部品に対する市場であり，そのため，たとえそうした部品がの
ちほど組み立てられる，その同じ工場内では造られないとしても，その近傍で造られるに
越したことはない。鋼が中間製品とみなされるのはこの意味においてであり，一方で自然
的要因と輸送が，他方で市湯と輸送とが連続的な産業の諸工程の立地のなかで，決定的な
問題となるのである。
〔99〕衣料品の場合はいくらかの点で金属製品の場合と似ている。織物原料を製造する諸
工業の立地は，前章ですでに指摘した諸要因によって規定され，その諸工業はランカシャ
ーとヨークシャーに著しく集中している。諸原料それ自体は広範な市場を占めており， し
たがって，紳士および婦人服産業の立地にとって重要な要因ではない。帯のこぎりや電動
機械の導入は手作業の大部分を工場制工業に転換した。婦人服の場合にはファッションが
重きをなし，その結果，同産業は相対的に国内の他地域よりもロンドンで（すなわち，最
大の市場の近くで）成長している。しかし，紳士用既製服の場合は例外である。つまり，
ファッションや市場にはあまり左右されず，主要な諸工場は 1)ーズ，その他繊維工業に近
い場所に立地している。
〔100〕 これらの諸事例はあるタイプの諸産業の立地における要因として，市場の果した
役割を示している。しかし，市場は他の諸理由からも同等に強力な要因である。大市場は
人口および産業の大集積を表わしている。それはしたがって，前章で外部経済と呼んだ生
産のための諸施設を提供する。それらには適当な労働力と補完諸産業の十分な供給が含ま
れ，また多かれ少なかれ同業種の諸工業も含まれている。同業種の諸工業の存在が何より
もまず重要な要因であることは疑いを入れない。工業はエ程によっても，製品によっても
定義できる。バーミンガム地区には車地 capstanおよびプレスに基礎を置く諸工業の大
集団があるが，それらの最終製品はさまざまである。そうした諸工業の存在が類似した製
造工程に基づく他の諸工業に対して牽引力としての影響を及ぼすことは明らかである。同
じくバーミンガム地区はひじように多様なク. , レープの類似した製品を製造しており，同じ
タイプの他の諸工業を牽引するのである。商務省の資料のなかで，産業的環境industrial
atmosphereと記述された，さらなる牽引力を生み出すものがまさにこの要因，すなわち
工程による定義であれ，製品によるものであれ，同業種の諸工業の存在である。すでに指
摘したような地城では，大集団をなす同業種の諸工業の存在が，頻繁な諸変化に慣れた新
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しい諸産業への適応性を有する企業家の大集団の存在をも意味する。そればたとえば高度
に特化した鉱業地区や鉄鋼生産地区などでは期待できないものである。そのような地域の
利便は，もしロンドンの場合のようにそれが製品の国内市場の大部分を構成するならな
おさら強化されるのである。
・(101〕 市場としてのロンドンの重要性はその人口からは十分に測定されない，それば片
都と結び付いた諸利益であり，おそらく他のどんな主要都市よりも大きいだろう。いくつ
かの新しい産業にとって，ロンドンは機会の点で最初の市湯である。それは一種の暖簾
initial goodwillを与え，企業家が獲得しようとする最初のものである。そこには多数の
宮裕な潜在的消喪者がおり，地方から多くの他の消費者を吸引している3 つまり，これら
は国内市場への最初のアプローチをなすのである。さらに多くの企業家は経験や企業心
initiativeを分かち合う中心poolingcentre, それに論鏃と情報交換の中心の近くにいる
ことを望む。最後にいくっかの工業の原料は海外からロンドンヘ輸入されをそうした諸
工業は，綿工業がランカシャーに，穀物製粉業がハルに，油および油かす工業が泄の近く
に確立したのとほとんど同じ理由から，ロンドン地域へ牽引されたのである。
結論
〔102〕 上述の諸問題は産業の地域的分布に関するものであるが，それがこんどは産業人
口の地域的分布を規定するのである。そのことは石炭の存在や適した水の十分な供給とい
った決定的な自然的諸要因のない場合には，諸産業は市場に容易に到達できる範囲内に立
地する傾向があるということばに要約できよう。戦後，相対的な成長を示した諸産業は地
方産業か自然的要因がその立地にとって決定的ではないような諸産業かである。動力費と
輸送費は比較的低く，過去にあってそういった諸産業はロンドンやバーミンガムのような
場所に確立する傾向があった。そこはいまや衰退している「基礎」産業の発達には適さな
かったが，そうした場所はその結果，とりわけそこが大市場を構成したか，もしくはそれ
に近かったために，工業団地 theindustrial . estateの残りの引取り手となったのであ
る。この要因もしくは利便はその効果に累積されていく。同業種の諸工業あるいは共通の
補完工業の存在，産業的環境や大きな，しかも成長しつつある市場の存在は，すでに戦前
からずっとなされてきた成長を永続させ，加速さえしたのである。
起こりうる将来の諸傾向
〔103〕近年のロンドンおよびホーム・カウンティーズヘの産業人口の移動には．ロンド
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ンの過密地区から郊外および周辺農村部への工業および人口の移動が結び付いている。一
般に，ある点までは大都市および都市地域における新しい産業施設の出現は，しばしば既
存のものによって享受される諸利益を付加する。しかし，局地的集中は地価の上昇や地城
輸送の障碍の増加といった，既存の諸産業に対する不利益をもたらすような段階に至るこ
＇とがある。そして，これらの不利益はいくつかの企業にとって，都心から離れたところに
新しい用地を求めることが経済的なほど重大なものになることがある。ロンドンや他のい
くつかの大都市ではそうした段階に達しており，郊外もしくはそれ以遠への産業施設の移
転による諸利益は輸送諸施設の改善によって強化されてきた。この要因とは別に，都市地
域の成長は地域輸送における支出と雇用の増加をもたらすことによって，その産業システ
ムに影響を及ぼしてきたことに注目すべきである。このように，大都市地域は二重の影響
を及ぼすようにみえるだろう。大市場があると，それは比較的軽工業的な特徴のある各種
工業をそこへ牽引する傾向をもつが，それはまたそれらの諸工業をその周辺部の立地へ向
かわせ，あるいは都心付近の既存産業を周辺部への移動に向かわせる傾向ももつのである。
〔104〕 世界情勢の現在の騒然とした不安定な状況下では，わが国にせよ他国にせよ，商業
あるいは工業の将来とりうる進路を予言しようとすることは困難である。しかしながら，
通常の国際的諸条件が適度の安定を保ちながら，もう一度確立すれば，イギリスにおける
産業および産業人口に起こりうる将来の諸傾向は，政府の政策による影響がないとして，
いくつかの要件に左右されるものと思われる。まず第一に，時とともに人口増加率の低下
が主要な開発 capitaldevelopmentに対する支出の割合を減少させるということはなく
もないだろう。第二に，著名な戦前の輸出産業における諸製品の輸出の減少がここ当分の
間は止まらないということはありえぬことではない。第三に，発明や，組織によって可能
となった生活水準の向上は，主要な開発に対する支出率の低下の諸結果をある程度緩和す
るようにみえるが，サービス部門と同様，ますます各種軽工業の発展となって現われるこ
とが期待できよう。したがって，戦前の「基礎」産業の国民経済における重要性が低下し，
他の諸産業のそれが高まりうると•いうこと，そしてその場合，前者を含む産業地域はそこ
が各種工業に関して，全国のそうした諸工業の成長率を超えた成長を自らの地域内で促進
できて，はじめて全国の全産業発達の速度に追いつけるだろうということを予想しても不
穏当とはいえないだろう。政府の方策によろうと，他の方法によろうと，成長をどの程度
促進できるのかを予言することは不可能である。しかし，ロンドンおよびホーム・カウン
ティーズの牽引力は近年相当強いとはいえ，他の地域と比べて戦時の空襲に対して比較的
大きな弱点をもつという理由から，その力の幾分かをすでに失っていようし，あるいは時
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とともに失うことが予想される。この要因とは別に，政府による何らかの制限規定がない
醗，最近北部および西部で雇用を大きく拡大してきた政府の再軍備政策がそうした目的
を合わせもったのちに，南東部へという傾向が恒久的に阻まれると推測する理由は何もな
いのである。
〔105〕 もっとも，そうした傾向はわれわれのみるかぎり，不可避的ではなく，問題はそ
のことが望ましいかどうかということにある。もしそれが望ましくなければ，それがどの
程度抑制できるのかというつぎの問題が起こる。本報告の以下の部分で述べた理由から，
われわれはその傾向を望ましくないものとみなし，第4部においてそれを抑制するために
立案した諸方法を勧告する。
5. おわりに
本稿ではバーローレボートの序および第1部についての訳出を試みてきた。そこでは産
業人口の分布とその諸要因を，主として産業の分布諸要因から検討する試みがなされ，厖
大な統計や証拠資料の分析が加えられている。その最終的な結論として，産業分布の要因
を天然資源の賦存状況を主とする自然的条件，歴史的偶然とでもいうべき諸背景，それに
交通施設の普及と変化に大きく左右される市場条件から説明しようとしている。そして，
石炭，鉄，造船，繊維といった諸産業（同報告で用いられた基礎産業）には主として前二
者の要因を重視し，ロンドンを中心として発展した新しい諸工業（いわゆる成長産業）は
市場条件の重要性を中心に，その分布要因を論じている。そこでは産業の地理的分布を歴
史の流れとともに自然的なものから市場的なものへ移行してきた諸要因によって説明して
いる点で興味深く，また各業種を画ー的な要因で割り切らず，それぞれを多様な背景から
説明している点も評価できよう。ただし，こうした当時のイギリスの産業集積の，そして
人口集積の地域的不均衡に対する Barlow委員会の評価は同報告の第2部以下の中心テー
マであり，ここでは問題の範疇外である。
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